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はしがき

　アジア経済研究所では，アジア各国の政治，経済，対外関係に関する動向を的確に伝えることを
目的に，1970 年以降毎年『アジア動向年報』を発行してきました。時代とともに対象国・地域も
変化し，現在は 23 のアジアの国・地域およびアメリカの対アジア関係をカバーしています。事業
開始から 50 年以上経ちましたが，アジア各国・地域を長年観察してきた所内外の研究者が現地の
一次資料や現地調査に基づき，その年に起きた重要な出来事や変化を解説するというスタイルは現
在でも変わっていません。執筆者が交代しても，同じフォーマットで50年以上にわたりアジア各国・
地域の動向を伝える書は，世界をみても類似のものはないといってよいでしょう。
　『アジア動向年報』には 2 つの役割があります。ひとつは，アジア各国・地域で起きた事象の時
事的な解説を行うとともに，その歴史的背景や意味についても明らかにし，アジア各国を理解する
うえで有用な情報を提供することです。もうひとつは，歴史を振り返る資料としての役割です。と
はいえ，現在の『アジア動向年報』は各年単位で読む仕様となっており，各国の動向を時系列で追
うには不便との声が寄せられてきました。
　そこで 50 年分の蓄積を生かし，既刊の年報から各国の章を抽出して 10 年ごとに 1 冊に束ね，
各国の動向を 10 年単位で把握できるよう，『アジア動向年報〈バンドル版〉』を作成することに
なりました。既刊のものをまとめるだけでなく，冒頭には第一線の研究者が新たに執筆した各国
の 10 年間を理解するための解説を付しています。これにより，各国の長期の動向をより理解し
やすくなり，多くの方にご利用いただけるのではないかと思います。2021 年の第 1 巻（2010 ～
2019 年），2022 年の第 2 巻（2000 ～ 2009 年）に続き，今回は 1990 ～ 1999 年までの 10 年
分を第 3 巻として公刊します。今後は 1970 年までさかのぼり計 5 巻作成する予定です。
　なお，本バンドル版はこれまでの A5 判と異なり，B5 判で制作しています。これは『アジア動
向年報』の判型が 1990 年代の途中で B5 判から A5 判に変更されており，判型をどちらかに統一
する必要があったためです。また判型の変更とともに本文の体裁も 2 段組みから 1 段組みとなっ
たため，既存部分のレイアウトが 1994 年前後で異なっています。あらかじめご承知おきください。
　今回のバンドル版もまた価値ある資料として，アジア各国・地域を理解する一助となることを願っ
ています。

　2024 年２月

日本貿易振興機構アジア経済研究所所長

深尾京司
表紙・本文デザイン　羽田野めぐみ
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本書に掲載されている論文の内容や意見は，執筆者個人に属し，独立行政法人日本貿易振興機構ある
いはアジア経済研究所の公式見解を示すものではありません。 

＊ 1990 年代の本文の一部で「パンチャヤト」となってた表記は「パンチャーヤット」に改めている。

＊本書の既刊部分のデータは当時のスキャン画像をそのまま利用しています。一部汚れや文字のかす
れなどがありますが，ご了承いただきますようお願いいたします。
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　1990年代はネパールにとって，2000年代
の国家体制の転換に先立つ変動の時期だった。
まず1990年に，国王が政治の実権を握るパン
チャーヤット制が廃止され，複数政党制が復
活した。1991年の国会選挙でネパール会議派

（NC）政権が発足したが，1994年11月の総選
挙以降は，党内の派閥争いなどにより短命政権
が続いた。1996年には，ネパール共産党毛沢
東主義派（以下，毛派）が「人民戦争」を開始
した。
　経済面では，パンチャーヤット制の廃止が経
済政策の転換につながり，自由化の下で成長が
実現した。ネパール経済は，1989年3月以来
約1年半にわたり続いたインドによる経済封鎖
の打撃を受けていたが，1990年代前半から民
営化の推進，民間部門に対する規制緩和，外国
投資の呼び込み，観光業振興などにより持ち
直した。1990年代の年平均実質GDP成長率は
4.84％で，1980年代（4.09％）を上回った。
　対外関係においては，インドによる経済封鎖
が解消され，両国の関係改善が進められた。ま
た，インドへの外交，貿易面での偏りを修正し

均衡を保つべく，中国との関係構築が積極的に
なされた。くわえて1990年以降，隣国ブータ
ンから多数のネパール系住民が難民としてネ
パールに流入し問題となった。

国内政治

パンチャーヤット制の廃止と民主化
　1960年以来30年続いたネパール独自の政治
体制であるパンチャーヤット制が1990年に廃
止された。パンチャーヤット制は，政党活動を
禁じ，国王が首相や閣僚の任命を行って政治の
実権を握る親政体制である。
　パンチャーヤット制の廃止につながった民主
化要求運動の出発点は，1990年1月18日から
20日にカトマンドゥで開かれたNC代表者会議
であった。この会議で，ネパールの政党政治
が廃止されて30年にあたる2月18日からパン
チャーヤット制を廃止し，政党政治復活に向け
て大衆運動を開始するという決議が採択され
た。くわえて左翼政党や学生団体も同様の運動
を開始した。こうした運動に対して，政府は弾
圧や取り締まりを行ったが，アメリカを中心と
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31日～2000年3月22日）が誕生した。
　このようにパンチャーヤット制廃止後は議会
制民主主義に則って政党政治が行われたが，そ
の一方で，院外政治により権力奪取をもくろむ
党派が1994年に生まれた。君主制の打倒，人
民共和国の設立を掲げたプシュパ・カマル・
ダハル（プラチャンダ）が率いる毛派である。
1996年2月，毛派は40カ条の要求をデウバ首
相に提出し，要求をのまなければ反政府活動を
開始すると警告した。それを拒否されると，ロ
ルパ郡，ルクム郡，シンドゥリ郡の警察詰所を
襲撃し，反政府テロ活動を開始した。政府は
1997年に「マオイストの活動と解決策の模索」
を調査するための特別委員会を設立したが，毛
派との話し合いは進まなかった。1999年，政
府は対応策を協議するために，デウバ元首相を
議長とする「毛沢東主義者問題を解決するため
の提案を検討するハイレベル委員会」を設置し
たが，1990年代中には交渉は進まなかった。

経 済

経済自由化の進展
　パンチャーヤット制の廃止は経済政策の転換
にもつながり，1990年代には経済自由化が進
んだ。1991年に発足したNC政権は民間部門
に対する規制緩和を行うとともに，経済成長に
必要な投資の資金源を獲得するために積極的に
外国投資の導入をはかった。この政策はIMF・
世銀の路線に沿うもので，援助を引き出す目的
もあった。
　外資規制緩和としては，まず1992年に外
国直接投資導入の法的整備として工業企業法

（IEA）および外国投資・技術移転法（FITTA）

が施行された。1996/97年度予算では証券市
場が部分的に開放され，外国投資家が払込資
本の25％までネパール企業の株を取得するこ
とができるようになった。また，FITTAが改
正され，固定資本に2000万ルピー以上を投資
しなければならないという条件が撤廃された。
1996年には金融部門で外国企業とネパールの
金融機関との合弁企業の設立が進められた。
　財政赤字削減のため，政府は国営企業の民営
化にも着手した。1993年には民営化法が制定
され，1996年にはネパール通信公社に独占さ
れていた通信部門が民間に開放された。
　為替取引の自由化も進められ，1992年には
通貨ルピーの交換性の部分的自由化が決定され
た。さらに，1994年には経常取引における自
由化の達成によりIMF14条国から8条国へと格
上げされた。
　外貨獲得手段として，政府は観光業振興，電
力輸出を打ち出した。1993年には，ロイヤル
ネパール航空が，フランクフルト便，ロンドン
便にくわえパリ便を，1994年には大阪までの
直行便を就航させた。1992年に30万人程度で
あった外国人観光客は，1998/99年度には46
万4000人に達した。観光による外貨収入は，
1994/95年度には90億ルピー，1995/96年度
には95億ルピーとなった。1998年にはネパー
ルで最初の「観光年」キャンペーンが実施され
た。電力輸出については，1996年にインドと
マハカリ川総合開発条約を締結し，堰，ダム，
水力発電の統合開発における相互協力について
取り決めがなされた。
　こうした経済自由化の進展を受けて，1990
年 代 の 年 平 均 実 質GDP成 長 率 は1980年 代

（4.09％）を上回る4.84％に達した。とくに観

する西側援助国は，デモ隊に対する弾圧行為を
続けるのであれば援助の継続はないと表明する
などし，民主化運動を間接的に支援した。4月
6日には，民主化を求め全土でゼネストが実施
され，カトマンドゥだけでも20万～30万人が
デモに参加した。4月8日にビレンドラ国王は，
パンチャーヤット制の廃止と政党活動禁止解除
の声明を発表し，4月19日には新憲法制定に向
けた暫定政権が発足した。暫定政権は，NC4人，
統一左翼戦線3人，無所属2人，国王任命2人の
計11人で構成され，NCのクリシュナ・プラサ
ド・バッタライが首相に就任した。同年11月9
日には民主的な新憲法が発布され，立憲君主制
のもとで法の下の平等，言論，表現，平和的集
会の自由，結社の自由，移動の自由，職業選択
の自由などが保障されたほか，単一の政治組織
による支配を防ぐための条文も設けられた。ま
た，国家の統合をはかるため，多民族・多言語
国家であることも明記された。
　1991年5月，32年ぶりに複数政党制に基づ
く国会選挙が実施され，下院議席の過半数を
占めたNCが政権を樹立した。新首相にはギリ
ジャ・プラサド・コイララが就任した。翌年に
は地方にも民主化の波が及ぶ。1992年4月に
地方自治体法が公布され，この法律に従い5月
から6月にかけて地方自治体委員選挙が行われ
て地方自治制度が構築された。
　しかし，民主化後の政権は安定しなかった。
NC政権下での物価高騰，汚職，身内びいき，
格差の拡大への不満や1994年3月の国境侵犯
事件による反インド感情の高まりにより，「NC
は民主主義であり，民主主義はNCである」と
いう国民の期待は失望へと変わった。議会制民
主主義確立以降2回目となる1994年11月の総

選挙では，いずれの政党も下院205議席の過半
数103議席を獲得することができず，憲法42
条2項「首相となるために下院で過半数の票を
獲得できる議員がいない場合，国王は下院で最
大の議席を有する政党の党首を首相に任命する
ものとする」に基づき，最多議席政党のネパー
ル共産党統一マルクス・レーニン主義（CPN-
UML）のマン・モハン・アディカリ党首が国王
から首相に任命され，CPN-UML政権（1994
年11月30日～1995年9月12日）が発足した。
　だがこの政権も短命に終わる。与党内の抗争
に起因する大臣の解任などによって政権は不安
定化し，1995年9月に内閣不信任決議案が可決
され，かわってNC，国民民主党（RPP），ネパー
ル友愛党（NSP）によるシェール・バハドゥー
ル・デウバを首相とする連立政権（1995年9月
12日～1997年3月12日）が発足した。その後
も，NCとCPN-UMLの2大政党が交互に連立
政権を組む展開が繰り返される。1997年3月
にはCPN-UML，RPP，NSPによるロケンドラ・
バハドゥール・チャンドを首相とする連立政権

（1997年3月12日～10月7日）が発足し，同年
10月にはNC，RPP，NSPによるスリヤ・バハ
ドゥール・タパを首相とする連立政権（1997
年10月7日～1998年4月15日）が組まれた。
　1998年になると，下院第1党のNC党首コ
イララがCPN-UMLから閣外協力を取り付け，
憲法42条2項に基づき首相に任命されて，NC
単独政権（1998年4月15日～1999年5月31
日）が発足した。だが閣外協力撤回を示唆した
CPN-UMLの揺さぶりなどがあり，1999年5
月には総選挙が実施されることになった。この
選挙ではNCが過半数議席を獲得し，クリシュ
ナ・プラサド・バッタライ政権（1999年5月
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中国の李鵬首相と会談を行い，相互信頼の構築
と経済，貿易，文化，教育の分野での協力の強
化に合意した。1996年にデウバ首相は，李鵬
首相と共同声明を発表し，チベット，台湾は
中国の一部であるとの見解を確認した。他方，
1996年に中国の江沢民国家主席が来訪し，ビ
レンドラ国王との間で次世代に向けて中国とネ
パールの善隣パートナーシップを確立すること
で合意に達した。
　もう一つの隣国であるブータンとの間では軋
轢が生じた。1990年の半ば以降，ブータンで
は民主化を求める動きが活発化するのに伴い政
治的活動への規制が強化された。民主化要求グ

ループのなかにネパール系ブータン人が含まれ
ていたことから，ネパール系ブータン人に対し
活動を抑え込む目的で「ブータン化」政策が推
し進められ，ネパール系住民が難民としてネ
パール南東部のインドとの国境近くに定住を始
めた。これを受け，ネパール政府はブータン政
府に難民の帰国を求めたが，ブータン政府はそ
れを拒否した。1992年，ネパール政府と国連
難民高等弁務官事務所（UNHCR）は，難民キャ
ンプを設営し難民を受け入れた。1993年の時
点で難民数は8万5400人に上った。

（福岡県立大学人間社会学部教授）

光業および銀行，輸送，電気通信分野におけ
るサービス部門は平均して年7.5％で成長した。
また，産業構造の転換も進んだ。ネパールの産
業は第一次産業に依存しているが，GDP構成
比は徐々に低下し，1991/92年度の約5割だっ
たものが，1997/98年度には約4割となった。
食品，たばこ，繊維等の製造業がGDPに占め
る割合も，1980年代は5～6％で推移していた
が，1990年代に入ると徐々に増加し，90年代
後半は9％台で推移した。

対外関係

インド，中国との関係改善
　民主化は隣国インドとの関係改善にもつな
がった。インドとの間では，1988年3月のネ
パール・インド通商・通過条約の更新が順調に
進まず，1989年3月に同条約が失効し，約1年
半にわたり経済封鎖の状態におかれた。この間，
石油製品等の輸入物資の不足や価格の高騰に苦
しめられた。しかし，1990年6月にバッタライ
首相がインドのV・P・シン首相と会談し，失効
していたネパール・インド通商・通過条約を復
活させ，関係正常化がはかられた。その背景に
は，1989年末のインドの政権交代のほか，イ
ンドの国民会議派と深いつながりがあり，民主
化を要求し続けたNCの立場が，議会制民主主
義を国是とするインド政界から歓迎されたこと
があった。
　ところが，両国政府の蜜月は長くは続かな
かった。1994年3月，カトマンドゥで銃器を
もって家宅侵入したインド警官が，ネパール警
官の手を借りて逃走する事件が発生した。また
ネパールガンジでは，インド警官による強盗事

件も発生した。インド警官の国境侵犯事件によ
り，ネパールでは反インド感情が高まった。イ
ンドはこの2件の事件について謝罪したが，ネ
パール国民の反インド感情はおさまらず，NC
の選挙敗退の一因となった。
　1990年代半ばになると，両国関係は再び改
善に向かう。1991年に了解覚書が手交された
ものの不平等を理由にネパール国内の批判にあ
い破棄されたマカハリ川総合開発条約に関し
て，政府はタナクプル・ダムからの水および電
力の配分についてインド側の譲歩を引き出すこ
とに成功し，1996年2月に調印，9月に議会で
批准された。また，同年12月に相互貿易・協
力条約の更新がなされ，原産地証明書に基づい
て，ネパールで製造されたすべての製品が関税
と数量制限なしでインド市場にアクセスできる
ようになったほか，インドの輸入ネガティブ・
リストがビールを除く工業用以外のアルコール
類，香水・化粧品，たばこの3品目に緩和され
た。さらに，インドはフルバリを経由したバン
グラデシュへの通過ルートを開設した。1997
年9月1日にネパールはバングラデシュのモン
グラ港の使用を許可され，カーカルビッタから
フルバリ，バングラデシュのバングラバンダを
経由してモングラ港に至るルートが開通し，陸
封状態が改善に向かった。
　1990年代には，中国との関係改善もはから
れた。政府はインド寄りだった過去の外交を見
直し，インド・中国両国とのバランスをとるた
めに，中国との関係構築に積極的に取り組んだ。
1993年に国王夫妻の中国訪問が実現したほか，
コイララ首相（1992年，1993年），アディカ
リ首相（1995年），デウバ首相（1996年）が
相次いで訪中した。1992年にコイララ首相は，
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